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1. はじめに 

 

我が国には、世界の活火山の約７％に相当する 111の

活火山が存在する [1-1] 。活火山とは、「概ね過去1万

年以内に噴火した火山及び現在活発な噴気活動のあ

る火山 [1-2] 」である。富士山も活火山であり、将来

大規模噴火の可能性がある為、噴火時の被害予測に

対する重要性が高まっている。これに対応し、富士

山ハザードマップも 2021 年に改定が行われ、最新知

見が反映された。 

噴火が発生した際に様々な被害が生じることが想

定されているが、とりわけ降灰による被害は広範囲

の人々に影響を与える。実際に 1707 年の富士山の宝

永噴火や、1914 年の桜島の大正噴火では、大量の火

山灰等を放出し、広い範囲に火山灰を堆積させた噴

火が幾度も発生している。 

そこで、本研究では降灰による被害の中で特にイ

ンフラ・ライフラインの被害に着目して研究を行う

こととする。具体的には、水道施設の降灰による物

理的並びに機能的な影響について内閣府や水道局等

の資料に基づいて明らかにした上で、富士山火山防

災対策協議会により想定されている富士山噴火時の

水道施設の被害の問題をケーススタディーとしてと

りあげ、我が国がかかえる水道施設の火山噴火時の

降灰リスクについて水供給を受ける給水人口や給水

エリアの暴露度の観点から考察を行う。 

 

2. 既往研究・事例のレビュー 

 

過去の噴火による被害や、過去の水道被害が生じ

た災害について述べる。 

 

(1) 過去の噴火被害に関する既往研究 

Catherin Annenら [2-1] は、1990年代の 10年間に人的

な影響を与えた 52の火山から、65の噴火に関する情

報を集約した。その情報には、負傷者や死亡者、避

難人数、建物の破壊状況、陸路・空路の被害状況が

含まれている。また、火山噴火のメカニズムについ

ても言及されている。しかし、人的な影響が甚大な

降灰による水道被害については調査されていない。 

また、雲仙・普賢岳噴火活動による災害は、平成 3

年の火砕流で、死者 40人、行方不明 3 人、負傷者 9

人、建物被害 179棟という、極めて悲惨な災害となっ

た [2-2] 。主な被害として国土交通省によると、国道

57号は 817日（平成 3年 6月 3日～平成 7年 4月 28

日）、島原鉄道は 1,698日（平成3年 6月 4日～平成 9

年 4月 1日）の通行止めが発生した。 

このように、交通インフラの被害は十分に調査さ

れているが、交通インフラと同程度の重要性をもつ

水道インフラに関する研究は不十分である。 

 

(2) 過去の水道被害が生じた災害に関するレビュー 

高西ら [2-3] は、洪水による水道事業所の被害事例

を集約した。2011年9月に発生した 紀伊半島豪雨では

洪水により 3箇所の水道事業所で被害が生じた。それ

ぞれの地域における断水戸数は 6,800 件、14,700 件、

3,700件と多くの家庭が影響を受けた。また、1947年9

月に発生した カスリーン台風では、浄水場冠水など

の被害 が生じた。それに伴う断水人口は約 58万人で

あった。浄水場などの事業所が被害を受けることで

多くの家庭で断水状態になることがわかる。 

噴火発生時にも河川や浄水場への降灰などにより

水道施設が被害を受ける可能性が大きい。また、噴

火時には生活用水だけでなく火山灰の洗浄作業等に

おいても水が必要になるため、生活再建に向けて水

が人々にとって更に重要なものになる。 

 

(3) 本研究の意義 

人々の生活に水道インフラはとても重要なもので

あり、水道インフラの被害が生じた災害では多くの

人が水を確保できない状況に陥ってしまった。しか

し、近年の噴火被害においても水道被害の調査や分

析はあまり行われておらず、噴火被害と水道インフ

ラの暴露度は明らかになっていない。噴火及び降灰

による水道インフラの被害が市民に与える影響を調

査するためには、単に降灰地域の人口分布を把握す

るだけでなく、水道被害の暴露人口分布を把握する

必要がある。 
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そのため本研究では、人々の生活に欠かせない水

道インフラについて富士山が噴火した際の影響を明

らかにする。本調査によって、実際に被害が生じた

際の行動の指針や火山災害への防災対策の一助とな

ることを目指す。 

 

3. 分析対象とするハザードとリスクシナリオ 

 

本研究では、富士山が噴火した際の水道施設にお

ける被害と市民への影響である、降灰リスクについ

て分析した。富士山の噴火による降灰想定には、富

士山火山防災対策協議会「富士山ハザードマップ

（改定版）検討委員会報告書」 [3-1] を用いた。富士

山ハザードマップ中の降灰のハザードマップにおけ

る予測条件を以下に示す。 

 

(1)  ハザードとなる富士山の噴火規模及び想定火口 

 宝永噴火実績と同規模の 7立方メートルとし、過去

45年間の富士山上空約1万mの風向風速の解析データ

を用いて、富士山上空の風の風向き・風速の出現頻

度の統計値を算出し、月ごとにシミュレーションを

行っている。 

また火口の位置は、富士山山頂を想定する。噴火

による降灰分布を示す降灰のドリルマップは、噴煙

柱の形成過程モデルと、火山灰の拡散・降下過程を

大気中の粒子の 3次元的な運動とする移流・拡散モデ

ルによるシミュレーションにより作成されている。 

 

(2)    リスクシナリオの定義 

富士山ハザードマップの噴火予想を元に、対象地

域において想定する降灰規模が季節によって異なる

ことから、降灰規模が最大の時と最小の時でシナリ

オを 2つ定めた。降灰規模最大の場合と降灰規模最小

の場合は、今回用いたハザードマップからそれぞれ 8

月と 2月が該当する。降灰規模最大となる悲観的シナ

リオとして 8月の噴火予想の分析、降灰規模最小とな

る楽観的シナリオとして 2月の噴火予想の分析を行っ

た。 

 

4. リスクシナリオの影響度評価 

 

(1)  分析方法 

 本研究においては、先に定義した楽観的シナリオ

と悲観的シナリオについて、それぞれ前出の「富士

山ハザードマップ（改定版）検討委員会報告書」の

「降灰のドリルマップ」 [3-1] を用いて分析を行った。 

 はじめに、「降灰のドリルマップ」の画像をそれ

ぞれ GISに取り込み、GIS上の地図と座標が一致する

ように調整を行った。このシナリオに含まれている

50mm~0.1mm までの各降灰深について、GIS ポリゴン

データ化を手動にて行った。 

 続いて、国土数値情報ダウンロードサイトより、

上水道関連施設データ（給水区域ポリゴンデータを

含む） [4-1] 、500mメッシュ人口データ [4-2] をGISに

取り込み、各降灰深ポリゴンデータと給水区域及び

人口メッシュの重なりから影響人口を算出した。 

 なお、「降灰のドリルマップ」では、茨城県、栃

木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

山梨県、長野県、静岡県の計 10 都県の全域と、周辺

各県の一部が示されている。このことから本研究で

は、以上の全域が示されている 10 都県を分析対象と

した。 

 

図 4-1   悲観的シナリオの各降灰深地域について、

ArcGISProを用いてポリゴンデータ化を行った状態 

 

(2)  影響人口の定義 

 本研究においては影響が出る人口について、2 種類

の算出方法を設定した。 
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図 4-2 「純粋影響人口」の概念図 

 

1 つ目は、各降灰深ポリゴンデータと人口メッシュ

が重なった範囲の人口のみを算出する「純粋影響人

口」である。純粋影響人口では、降灰した地域の人

口をそのまま算出している。 

 

図 4-3 「全体影響人口」の概念図 

 

2 つ目は、各降灰深ポリゴンデータと給水区域ポリ

ゴンデータの重なりを確認し、重なっている給水区

域では全域に影響が出ると想定して給水区域全体の

人口メッシュを算出する「全体影響人口」である。

給水区域の一部が降灰地域に含まれていれば、その

給水区域全体の市民が影響を受けているとして影響

人口に含む考え方である。これは、一部の施設が降

灰により被害を受けると給水区域全体に影響が出る

可能性がある、水道インフラの特徴を盛り込んだも

のである。 

 算出した数値を比較することにより、各降灰深時

の影響の大きさを具体的な数値をもって把握すると

ともに、降灰地域と降灰により影響が出る給水区域

の範囲の差も把握することが可能となる。 

 

(3)  降灰状況下における水道被害の定義 

浄水場のろ過方式には、緩速ろ過方式、急速ろ過

方式、膜ろ過方式の 3種類がある [4-3] 。このうち、緩

速ろ過方式は、微生物が生息している生物ろ過膜を

用いて、かび臭原因物質などの溶解成分を分解し、

砂や砂利を用いて、濁りを除去している [4-4] 。電気

や薬品を必要としないため、費用を抑えることがで

きるという利点がある反面、他のろ過方式と比べ、

ろ過装置の目詰まりが発生してしまいやすいという

欠点がある [4-3, 4] 。本研究では、上水道関連施設デー

タから浄水場のろ過方式を区別することが困難であ

ったため、全ての浄水場が緩速ろ過方式であると仮

定し、最悪の被害が生じた場合を想定した。 

内閣府 [4-5] は、緩速ろ過方式の浄水場において、

降灰深と水道被害の関係を調査している。同調査に

おいて、過去の事例より、降灰深が 2mm 以上のエリ

アに位置する浄水場では水の濁度が上昇する被害が

発生するとの想定が、また、降灰深が 10mm以上のエ

リアに位置する浄水場ではろ過池の機能低下の発生

が想定されている。 

 本研究においては、以上の既往研究の想定を援用

し、降灰深が 2mm 以上の場合は、濁度が上昇し水道

水が飲用不可になるとし、降灰深が 10mm以上の場合

は、ろ過装置が目詰まりし水の供給が停止すると定

義した。 

 

5. 水道施設の降灰リスク評価 

 

分析において、降灰により水道に影響を受ける人

口の割合を算出した。影響人口の割合は、給水人口

を分母として算出した。給水人口は、都県ごとに、

給水区域ポリゴンデータと 500m メッシュ人口データ

の重なりから算出した。対象各都県の給水人口と、

各都県給水人口の対象 10 都県給水人口合計に対する

割合は、表 5-1に示される。 

 

表 5-1  対象各都県の給水人口と、各都県給水人口の 

対象 10都県給水人口合計に対する割合 

 給水人口 割合 

茨城県 約 321万人 約 6 % 

栃木県 約 205万人 約 4 % 

群馬県 約 220万人 約 4 % 

埼玉県 約 867万人 約 16 % 

千葉県 約 687万人 約 13 % 

東京都 約 1,373万人 約 26 % 

神奈川県 約 950万人 約 18 % 

山梨県 約 95万人 約 2 % 

長野県 約 223万人 約 4 % 

静岡県 約 394万人 約 7 % 

対象都県合計 約 5,334万人 100% 

 

(1) 想定される最も大きな被害 

 

図 5-1    悲観的シナリオにおける 

対象都県合計の全体影響人口注1（単位：千人） 
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降灰状況下における水道被害は、悲観的シナリオに

おいて、全体影響人口を算出した際に最も大きいこ

とが予想される。悲観的シナリオにおける対象都県

合計の全体影響人口は、図 5-1に示される。降灰深が

2mm 以上、すなわち、水道水が飲用不可となる被害

を受ける人口は、約 4,479万人 (84.0 %) であった。また、

降灰深が 10mm以上、すなわち、水の供給が停止する

被害を受ける人口は、約 3,654万人 (68.5 %) であった。 

農林水産省 [5-1] によると、飲料用と調理用だけで 1

人当たり 1日 3リットルの水が必要とされている。し

たがって、水道水が飲用不可となる被害を受ける

4,479万人に対し、1日当たり 13,437万リットルもの飲

料水の供給が必要となる。 

災害時の応急給水の方法として、給水車の活用が

考えられる。日本水道協会正会員を対象としたアン

ケートの結果 [5-2] によると、日本全体における給水

車の保有台数は、1,286 台であった。南海トラフ巨大

地震の発生時の給水車派遣体制を検討した先行研究 

[5-2] では、給水車の容量は2tから 4t、給水車の1日当

たりの往復回数は、6 回が標準とされている。仮に、

容量が4tの給水車1,286台が、1日当たり6回往復する

としても、応急給水可能量は、約 3,086 万リットルで

あり、飲料水の必要量である 13,437万リットルの 4分

の 1程度にとどまる。給水車の保有台数の調査は、日

本水道協会正会員のみを対象としているため、実際

の保有台数は、1,286 台より多いこと、また、給水車

による応急給水に加え、各自が備蓄している保存水

や公共施設などに設置されている貯水槽が利用され

ることなどが考えられるが、それでも全員が必要量

の飲料水を確保できるとは考えにくい。以上より、

降灰リスクは、非常に大きいということがわかる。 

 

(2) 純粋影響人口と全体影響人口の比較 

 
図 5-2   悲観的シナリオにおける 

対象都県合計の純粋及び全体影響人口注1 

（単位：千人） 

悲観的シナリオにおける対象都県合計の純粋影響

人口と全体影響人口は、図 5-2に示される。降灰深が

浅い「0.1mm以上」から「5mm以上」の場合、純粋影

響人口と全体影響人口の差は、約 190万人程度または

それ以下と他の降灰深と比べ小さい。一方で、降灰

深が深い「10mm 以上」から「50mm 以上」の場合、

純粋影響人口と全体影響人口の差は、大きく、

「50mm以上」の場合に約 1770万人で最大になる。こ

れは、降灰深が深くなるにつれて、降灰範囲が、狭

まっていくことが関係していると考えられる。降灰

深が0.1mm以上のエリアは、対象都県のほぼ全域であ

るのに対し、降灰深が 50mm以上のエリアは、対象都

県のうちのごく一部の地域である。そのため、降灰

深が浅い場合、純粋影響人口を算出する際の対象エ

リアと全体影響人口を算出する際の対象エリアが、

ほぼ同様になってしまう。しかし、対象都県を広げ

ることで、降灰深が浅い場合においても、純粋影響

人口と全体影響人口の差が大きくなることが想定さ

れる。また、水道は、一部の施設が降灰により被害

を受けると給水区域全体に影響が出る可能性を持つ。

以上より、降灰リスクを考える際、全体影響人口の

方がより現実に即していると言える。以降、全体影

響人口を対象に分析を進めた。 

 

(3) 楽観的シナリオと悲観的シナリオの比較 

 

図 5-3    楽観的シナリオ及び悲観的シナリオにおける 

対象都県合計の全体影響人口注1（単位：千人） 

 

楽観的シナリオと悲観的シナリオにおける対象都

県合計の全体影響人口は、図 5-3に示される。楽観的

シナリオと悲観的シナリオで、降灰深が「2mm 以上」

のエリアでの全体影響人口の差は、約 722万人、降灰

深が「10mm 以上」のエリアでの全体影響人口の差は、

約 765万人であった。以上より、楽観的シナリオにお

いても降灰リスクは大きいが、楽観的シナリオと悲
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観的シナリオの間には、影響人口に大きな差がある

ということがいえる。 

一方で、降灰深が「20mm 以上」、「50mm 以上」

の場合、楽観的シナリオと悲観的シナリオの全体影

響人口の差は、小さく、それぞれ約131万人と約32万

人である。これは、楽観的シナリオと悲観的シナリ

オで、降灰深が 20mm以上、50mm以上のエリアがほ

ぼ同様であることが関係していると考えられる。 

本研究では、想定される最も大きな降灰リスクを

分析するため、以降、悲観的シナリオを対象に分析

を進めた。 

 

(4) 対象都県ごとの比較 

 

図 5-4  悲観的シナリオにおける 

降灰深 10mm以上及び 2mm以上のエリアでの 

全体影響人口注2（単位：千人） 

 

 

図 5-5  悲観的シナリオにおける 

降灰深 10mm以上及び 2mm以上のエリアでの 

全体影響人口の割合注2（単位：%） 

 

図 5-6   悲観的シナリオにおける 

降灰深 10mm以上と 2mm以上の範囲（図 4-1より抽出） 

 

 悲観的シナリオにおける対象各都県の全体影響人

口と全体影響人口の各都県人口に占める割合は、図5-

4と図 5-5に示される。また、図 5-6では、悲観的シナ

リオにおける降灰深が「10mm以上」及び「2mm以上」

の範囲を示している。 

東京都において、降灰深が 10mm以上のエリアでの

全体影響人口は、約 1,370万人 (99.8 %) であった。これ

は、東京都に住むほぼ全員に対する水の供給の停止

を意味する。東京都には、首都機能や企業の拠点、

人口などが集中しているため、富士山噴火がもたら

す被害は、甚大なものとなることが想定される。 

一方で、長野県、群馬県、栃木県において、降灰

が水道に与える影響はほぼ見られなかった。富士山

噴火により生じた降灰は、風によりおおよそ東の方

向へと流されるため、3県には、降灰深が2mm以上の

エリアがほぼないことが関係していると考えられる。 

また、茨城県は、降灰深が 10mm以上のエリアはな

かったが、降灰深が 2mm 以上のエリアとして、茨城

県南部が該当していた。そのため、水道水が飲用不

可となる被害を受ける人口は、約 224 万人（69.6 %）

であった。水の供給が停止するまではいかないもの

の、水道水が飲料水として使えなくなる被害を茨城

県に住む 7割近くの人が受けることが明らかになった。 

 

6. おわりに 

 

(1)  まとめ 

 本研究では、我が国に多数存在する活火山の水道

インフラへの降灰リスクの検討として、富士山が噴
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火した場合を対象として分析を行った。その結果、

悲観的シナリオ（8 月）で富士山が噴火した場合、関

東甲信及び静岡県の人口の 84.0 %で水道水の飲用が不

可能になり、68.5 %で水道水の供給が完全に停止する

ことが明らかになった。また、水道水が飲用不可と

なる被害を受ける 4,479万人に対し、1日当たり 13,437

万リットルもの飲料水の供給が必要となる可能性が

あることも明らかになった。水道インフラに焦点を

当てて噴火被害を検討したが、極めて大きな被害が

出るであろうことが具体的数値をもって示された。 

 

(2)  今後の課題 

 本研究の「全体影響人口」では、国土数値情報ダ

ウンロードサイトの給水区域データを基に、給水区

域の一部が降灰地域に含まれた場合、給水区域全体

に影響が及ぶものとして計算を行った。しかしなが

ら、一部の給水区域は非常に広大であり、この想定

が適切ではないと考えられる事例も存在する。今後

は、個々の水道施設の特性も考慮しながら、より精

密な分析が求められる注3。 

 また、水道施設の火山対策を行う動きも散見され

る [5-3] が、浄水場改修や給水車増備等をはじめとす

る公助には性質上限界がある。飲料水備蓄などの自

助や、井戸の整備・使用体制確保などの共助も同時

に促進していく必要がある。 

 

注釈 

注 1: 棒グラフ及びグラフ中に示された各降灰深の人数（割合）の数

値は、各降灰深以上の人数（割合）を全て包含するものである。

例えばグラフ中における「5mm」の人数（割合）は、5mm 以上

10mm未満の人数（割合）だけでなく、10mm以上 20mm未満、

20mm以上 50mm未満、そして 50mm以上の人数（割合）も含ん

でいる。 

注 2: 積み上げ棒グラフのオレンジ部分は、降灰深 2mm以上 10mm未

満のみを表している。棒グラフの降灰深 2mm以上についてはオ

レンジ部分と青色部分を組み合わせて確認されたい。一方でグ

ラフ中に示されたオレンジ部分の数値は、降灰深 2mm以上の人

数（割合）を全て包含しており、降灰深 10mm 以上の人数（割

合）も含んでいる。 

注 3: ただし、個々の水道施設データは一般公開されていないため、

施設データの入手方法も課題の一つである。信頼のおける分析

機関に水道事業者が施設データを提供し、正確な予測値を算出

する事が望ましい。 
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